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(57)【要約】
【課題】ポリエステルを含む基材を使用することで、十
分な材料強度を有し、しかも十分な虹ムラの抑制効果が
得られる透明導電性フィルム積層体、及びそれを含むタ
ッチパネルを提供する。
【解決手段】透明導電膜６と第一透明樹脂フィルム４と
接着剤層８と第二透明樹脂フィルム９とをこの順で有す
る透明導電性フィルム積層体であって、
　前記第一透明樹脂フィルム４は、二軸延伸されたポリ
エステル系樹脂フィルムであり、
　前記第一透明樹脂フィルム４と前記第二透明樹脂フィ
ルム９の合計の位相差として、面内位相差値が１５０ｎ
ｍ以下、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下であるこ
とを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透明導電膜と第一透明樹脂フィルムと接着剤層と第二透明樹脂フィルムとをこの順で有
する透明導電性フィルム積層体であって、
　前記第一透明樹脂フィルムは、二軸延伸されたポリエステル系樹脂フィルムであり、
　前記第一透明樹脂フィルムと前記第二透明樹脂フィルムの合計の位相差として、面内位
相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下である透明導電性フィル
ム積層体。
【請求項２】
　前記第一透明樹脂フィルムは、面内位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１
１００ｎｍ以下である請求項１に記載の透明導電性フィルム積層体。
【請求項３】
　前記第二透明樹脂フィルムは、ポリシクロオレフィン、ポリカーボネート、トリアセチ
ルセルロース、ポリビニルアルコール、シクロオレフィンコポリマーを含む請求項１又は
２に記載の透明導電性フィルム積層体。
【請求項４】
　前記第一透明樹脂フィルムの厚みが５～５０μｍである請求項１～３いずれかに記載の
透明導電性フィルム積層体。
【請求項５】
　前記第一透明樹脂フィルムは、長尺体又は矩形状の枚葉体であり、長辺又は短辺に対し
て配向軸が１０～４５°の角度を有する請求項１～４のいずれか１項に記載の透明導電性
フィルム積層体。
【請求項６】
　前記第一透明樹脂フィルムと前記透明導電膜との間には、少なくとも１層の光学調整層
を有する請求項１～５のいずれか１項に記載の透明導電性フィルム積層体。
【請求項７】
　前記第一透明樹脂フィルム又は前記第二透明樹脂フィルムの少なくとも一方の表面に、
硬化樹脂層を有する請求項１～６いずれか１項に記載の透明導電性フィルム積層体。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の透明導電性フィルム積層体を用いて得られるタッ
チパネル。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、透明導電膜と複数の透明樹脂フィルムとを有する透明導電性フィルム積層体
、及びそれを含むタッチパネルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近では、タブレット、スマートフォン、タッチパネル付きＰＣの普及により、屋外で
電子機器を扱う機会が増えている。屋外にてディスプレイを見る際に偏光サングラスを着
用した状態で見ることも多く、その際にポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム
を用いた透明導電性フィルムを使用していると、ＰＥＴフィルム自体の面内位相差（一般
的には１０００～２０００ｎｍ）により虹ムラが発生し、ディスプレイの視認性を大きく
低下させるという問題があった。
【０００３】
　このため、位相差値の小さい基材（ポリシクロオレフィンなど）を用いた透明導電膜の
開発が進められてきた。しかし、ポリシクロオレフィンなどは、材料強度が弱いなどのデ
メリットがあり、安価で強度の高い材料の使用が検討されている。また、他の材料を用い
て位相差を小さくするために、厚みを薄くすると、製造時や部材を加工する際のハンドリ
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ング性が低下するという問題もある。
【０００４】
　このような理由から、特許文献１には、面内位相差値が４０００ｎｍ以上の延伸したポ
リエステル等からなる透明樹脂フィルムを基材とする透明導電性フィルムが提案されてい
る。この透明導電性フィルムによると、偏光サングラスを通じて視認した場合にも、色む
らが生じにくくなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－２１４０６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、このように面内位相差値の大きいポリエステルフィルム等は、一軸延伸
の為に材料強度が弱いといったデメリットがあり、汎用材料としては扱いづらい一面があ
る。
【０００７】
　そこで、本発明の目的は、ポリエステルを含む基材を使用することで、十分な材料強度
を有し、しかも十分な虹ムラの抑制効果が得られる透明導電性フィルム積層体、及びそれ
を含むタッチパネルを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意検討した結果、ポリエステルを含む基材を使
用して、全体の面内位相差値と厚み方向位相差値とを所定の範囲内とすることにより、上
記目的を達成し得ることを見出し、本発明に至った。
【０００９】
　すなわち、本発明の透明導電性フィルム積層体は、透明導電膜と第一透明樹脂フィルム
と接着剤層と第二透明樹脂フィルムとをこの順で有する透明導電性フィルム積層体であっ
て、前記第一透明樹脂フィルムは、二軸延伸されたポリエステル系樹脂フィルムであり、
前記第一透明樹脂フィルムと前記第二透明樹脂フィルムの合計の位相差として、面内位相
差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下であることを特徴とする。
なお、本発明における各種の物性値は、実施例等において採用する方法により測定される
値である。
【００１０】
　一般的に、二軸延伸されたポリエステル系樹脂フィルムは、十分な材料強度を有し、安
価であるが、面内位相差が１０００～２０００ｎｍ程度であり、これを透明導電性フィル
ム積層体の基材に用いると、波長分散によって偏光を非偏光化する効果が不十分となり、
虹ムラが生じてしまう。これに対して、本発明のように、二軸延伸されたポリエステル系
樹脂フィルムを用いて、合計の位相差としての面内位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向
位相差値が１１００ｎｍ以下にすることで、実施例の結果が示すように、十分な虹ムラの
抑制効果が得られる。
【００１１】
　その理由の詳細は明確でないが、次のように考えられる。つまり、全体としての面内位
相差値が１５０ｎｍ以下であると、直線偏光を円偏光化（楕円偏光化を含む）する作用が
生じるが、これが、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下であることと相まって、視認方
向の広がりに対して色調の変化を抑制できるため、十分な虹ムラの抑制効果が得られると
考えられる。
【００１２】
　その結果、本発明の透明導電性フィルム積層体によると、ポリエステルを含む基材を使
用することで、十分な材料強度を有し、しかも十分な虹ムラの抑制効果が得られる透明導
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電性フィルム積層体を提供できる。
【００１３】
　上記において、前記第一透明樹脂フィルムは、面内位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方
向位相差値が１１００ｎｍ以下であることが好ましい。第一透明樹脂フィルムがこのよう
な位相差値を有する場合、第二透明樹脂フィルムとして、光等方性の材料を使用すること
で、全体として上記のような位相差値を実現することができ、十分な虹ムラの抑制効果が
得られ易くなる。
【００１４】
　また、前記第二透明樹脂フィルムは、ポリシクロオレフィン、ポリカーボネート、トリ
アセチルセルロース、ポリビニルアルコール、シクロオレフィンコポリマーを含むことが
好ましい。このような樹脂は光等方性の材料に分類され、上記のような第一透明樹脂フィ
ルムと共に、全体として上記のような位相差値を実現することができ、十分な虹ムラの抑
制効果が得られ易くなる。
【００１５】
　また、前記第一透明樹脂フィルムの厚みが５～５０μｍであることが好ましい。このよ
うな範囲の厚みであると、面内位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１１００
ｎｍ以下である、二軸延伸されたポリエステル系樹脂フィルムが、安価に製造し易くなる
。また、第二透明樹脂フィルムが積層されることで、十分なハンドリング性が得られる。
【００１６】
　また、前記第一透明樹脂フィルムは、長尺体又は矩形状の枚葉体であり、長辺又は短辺
に対して配向軸が１０～４５°の角度を有することが好ましい。透明導電性フィルム積層
体は、液晶セルなどの矩形の光学表示装置に積層して使用されることが多く、また前記光
学表示装置からの光はその長辺に平行又は垂直の偏光であることが多い。このため、本発
明では、配向軸が何れかの端辺に対して１０～４５°の角度を有することで、偏光に対し
て１０～４５°の角度で遅相軸を配置し易くなり、透明樹脂フィルムにより偏光を円偏光
化する作用が大きくなり、十分な虹ムラの抑制効果が得られ易くなる。
【００１７】
　また、前記第一透明樹脂フィルムと前記透明導電膜との間には、少なくとも１層の光学
調整層を有することが好ましい。光学調整層により屈折率を制御できるため、透明導電膜
をパターン化した際のパターン形成部とパターン開口部との反射率差を低減することがで
き、透明導電膜パターンが見えにくく、タッチパネル等の表示装置において視認性が良好
になる。
【００１８】
　前記第一透明樹脂フィルム又は前記第二透明樹脂フィルムの少なくとも一方の表面に、
硬化樹脂層を有することが好ましい。硬化樹脂層は、搬送時の傷付き等を防止するための
ハードコート層として機能し、表面に凹凸を生じさせることでアンチブロッキング層とし
ても機能させることができる。
【００１９】
　一方、本発明のタッチパネルは、本発明の透明導電性フィルム積層体を用いて得られる
ことを特徴とする。本発明の透明導電性フィルム積層体を用いることにより、十分な材料
強度を有し、しかも十分な虹ムラの抑制効果が得られるタッチパネルを提供することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の一実施形態に係る透明導電性フィルム積層体の模式的断面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る透明導電性フィルム積層体の模式的断面図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る透明導電性フィルム積層体の模式的断面図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る透明導電性フィルム積層体の模式的断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
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　＜積層体の構造＞
　本発明の透明導電性フィルム積層体は、図１～図３に示すように、透明導電膜６と第一
透明樹脂フィルム４と接着剤層８と第二透明樹脂フィルム９とをこの順で有するを有する
ものであり、第一透明樹脂フィルム４と透明導電膜６との間には、少なくとも１層の光学
調整層７を有することが好ましい。また、図２～図３に示すように、第一透明樹脂フィル
ム４又は第二透明樹脂フィルム９の少なくとも一方の表面に、アンチブロッキング層３や
ハードコート層５などの硬化樹脂層を有していてもよい。更に、透明導電性フィルム積層
体は、図４に示すように、第二透明樹脂フィルム９の透明導電膜６が設けられていない面
側に、粘着剤層２と保護フィルム１とをこの順で有していてもよく、その場合、キャリア
フィルム１０が、粘着剤層２と保護フィルム１とから構成されている。
【００２２】
　（第一透明樹脂フィルム）
　第一透明樹脂フィルムとしては、二軸延伸されたポリエステル系樹脂フィルムが用いら
れる。「二軸延伸された」とは、少なくとも２方向にフィルムの延伸が行われていること
を指し、２方向延伸は同時又は逐次の何れでもよい。
【００２３】
　ポリエステル系樹脂としては、ポリエステル、変性ポリエステル、およびそれらのブレ
ンドから選択されるポリエステル系樹脂が挙げられる。ポリエステルとしては、例えば、
カルボン酸成分とポリオール成分との縮合重合により得たものを使用することができる。
【００２４】
　カルボン酸成分としては、芳香族ジカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸、脂環族ジカルボ
ン酸が挙げられる。芳香族ジカルボン酸としては、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸
、ベンジルマロン酸、１，４－ナフタール酸、ジフェニン酸、４，４′－オキシ安息香酸
、２，５－ナフタレンジカルボン酸が挙げられる。脂肪族ジカルボン酸としては、例えば
、マロン酸、ジメチルマロン酸、コハク酸、グルタール酸、アジピン酸、トリメチルアジ
ピン酸、ピメリン酸、２，２－ジメチルグルタール酸、アゼライン酸、ゼバシン酸、フマ
ール酸、マレイン酸、イタコン酸、チオジプロピオン酸、ジグリコール酸が挙げられる。
脂環族ジカルボン酸としては、例えば、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，２－
シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロペンタンジカルボン酸、１，４－シクロヘ
キサンジカルボン酸、２，５－ノルボルナンジカルボン酸、アダマンタンジカルボン酸が
挙げられる。カルボン酸成分は、エステル、塩化物、酸無水物のような誘導体であっても
よく、例えば、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸ジメチル、２，６－ナフタレンジカ
ルボン酸ジメチル、イソフタル酸ジメチル、テレフタル酸ジメチルおよびテレフタル酸ジ
フェニルを含む。カルボン酸成分は、単独で用いてもよく２種以上を併用してもよい。
【００２５】
　ポリオール成分としては、代表的には二価アルコールが挙げられる。二価アルコールと
しては、脂肪族ジオール、脂環族ジオール、芳香族ジオールが挙げられる。脂肪族ジオー
ルとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、２
，４－ジメチル－２－エチルヘキサン－１，３－ジオール、２，２－ジメチル－１，３－
プロパンジオール（ネオペンチルグリコール）、２－エチル－２－ブチル－１，３－プロ
パンジオール、２－エチル－２－イソブチル－１，３－プロパンジオール、１，３－ブタ
ジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオ
ール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、２，２，４－トリメチル－１，６－ヘキ
サンジオールが挙げられる。脂環族ジオールとしては、例えば、１，２－シクロヘキサン
ジメタノール、１，３－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノ
ール、スピログリコール、トリシクロデカンジメタノール、アダマンタンジオール、２，
２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールが挙げられる。芳香族ジオー
ルとしては、例えば、４，４′－チオジフェノール、４，４′－メチレンジフェノール、
４，４′－（２－ノルボルニリデン）ジフェノール、４，４′－ジヒドロキシビフェノー
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ル、ｏ－，ｍ－およびｐ－ジヒドロキシベンゼン、４，４′－イソプロピリデンフェノー
ル、４，４′－イソプロピリデンビス（２，６－シクロロフェノール）２，５－ナフタレ
ンジオールおよびｐ－キシレンジオールが挙げられる。ポリオール成分は、単独で用いて
もよく２種以上を併用してもよい。
【００２６】
　好ましいカルボン酸成分としては、テレフタル酸、イソフタル酸、２，５－ナフタレン
ジカルボン酸が挙げられる。好ましいポリオール成分としては、エチレングリコール、ジ
エチレングリコール、トリエチレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，３－シク
ロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘキサンジメタノールが挙げられる。
【００２７】
　ポリエステルの構造は、以上のようなモノマーの組合せにより決定される。したがって
、好ましいポリエステル系樹脂としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポ
リシクロヘキシレンテレフタレート、ならびに、これらの共重合体、ブレンドおよび変性
体が挙げられる。
【００２８】
　このようなポリエステル系樹脂を用い、かつ、斜め延伸を含む製造方法を適用すること
により、好ましい面内位相差と配向軸の方向を有し、かつ、より優れた軸精度を有する第
一透明樹脂フィルムを得ることができる。
【００２９】
　本発明では、ポリエステル系樹脂が、シクロヘキサンジメタノール由来の繰り返し単位
を含む変性ＰＥＴであってもよい。この場合、ポリオール成分におけるシクロヘキサンジ
メタノールの割合は、好ましくは０モル％を超えて１０モル％以下であり、より好ましく
は０モル％を超えて３モル％以下である。また、ポリエステル系樹脂は、イソフタル酸由
来の繰り返し単位を含む変性ＰＥＴであり得る。この場合、カルボン酸成分におけるイソ
フタル酸の割合は、好ましくは０モル％を超えて２０モル％以下であり、より好ましくは
０モル％を超えて１０モル％以下である。なお、これらの実施形態を組み合わせてもよい
ことは言うまでもない。
【００３０】
　第一透明樹脂フィルムは、二軸延伸された長尺状のフィルム（長尺体）として製造され
る。本明細書において「長尺状」とは、幅に対する長さの比が１０以上の細長形状をいう
。第一透明樹脂フィルムの幅に対する長さの比は、好ましくは３０以上であり、より好ま
しくは１００以上である。１つの実施形態においては、第一透明樹脂フィルムはロール状
に巻回されている長尺体であり、また、別の実施形態においては、第一透明樹脂フィルム
は矩形状の枚葉体である。
【００３１】
　第一透明樹脂フィルムは、その配向軸が、長辺又は短辺に対して１０～４５°の角度を
有することが好ましく、２０～４５°の角度がより好ましく、３０～４５°の角度が最も
好ましい。なお、本発明の透明導電性フィルム積層体は、第一透明樹脂フィルムの配向軸
が、表示装置から出射される直線偏光の振動方向に対して、１０～８０°の角度で配置さ
れることが好ましく、２０～７０°の角度で配置されることがより好ましく、３０～６０
°の角度で配置されることが更に好ましい。
【００３２】
　このため、長尺状のフィルムの遅相軸の方向がフィルムの幅方向の全域にわたって長尺
方向に対して３０°～６０°の範囲、好ましくは３８°～５２°の範囲、より好ましくは
４３°～４７°の範囲にあり、さらに好ましくは遅相軸方向が長尺方向に対して４５°程
度の角度をなしている。第一透明樹脂フィルムは、斜め延伸を含む製造方法を適用するこ
とにより、優れた軸精度で斜め方向に遅相軸を有する第一透明樹脂フィルムを得ることが
できる。
【００３３】
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　第一透明樹脂フィルムの面内位相差Ｒ０は、虹ムラの抑制効果をより高める観点から、
好ましくは０～１５０ｎｍであり、より好ましくは１０～１３０ｎｍであり、更に好まし
くは２０～１１０ｎｍである。
【００３４】
　ここで、面内位相差Ｒ０は、２３℃における波長５９０ｎｍの光で測定したフィルムの
面内位相差である。Ｒ０は、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式：Ｒ０＝（ｎｘ
－ｎｙ）×ｄによって求められる。ここで、ｎｘは面内の屈折率が最大になる方向（すな
わち、遅相軸方向）の屈折率であり、ｎｙは面内で遅相軸と直交する方向の屈折率である
。
【００３５】
　第一透明樹脂フィルムの厚み方向位相差Ｒｔｈは、虹ムラの抑制効果をより高めると共
に、十分な強度を得る観点から、好ましくは１１００ｎｍ以下であり、より好ましくは３
５０～９５０ｎｍであり、更に好ましくは４００～９００ｎｍである。
【００３６】
　ここで、厚み方向位相差Ｒｔｈは、２３℃における波長５９０ｎｍの光で測定したフィ
ルムの厚み方向位相差である。Ｒｔｈは、フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式：
Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。ここで、ｎｘは面内の屈折率が最大に
なる方向（すなわち、遅相軸方向）の屈折率であり、ｎｚは厚み方向の屈折率である。
【００３７】
　本発明では、位相差の比Ｒ０／Ｒｔｈも重要であり、虹ムラの抑制効果をより高めると
共に、十分な強度を得る観点から、位相差の比Ｒ０／Ｒｔｈは、０．０１～０．５が好ま
しく、０．０２～０．４７がより好ましく、０．０４～０．４５が更に好ましい。
【００３８】
　第一透明樹脂フィルムは、８０℃で２４０時間加熱後の寸法収縮率が好ましくは２．０
％以下であり、より好ましくは１．０％以下である。
【００３９】
　第一透明樹脂フィルムは、Ｘ線回折法（ＸＲＤ）で測定される結晶化度が好ましくは２
５％以上であり、より好ましくは３０％以上である。結晶化度の上限は、例えば７０％で
ある。結晶化度がこのような範囲であれば、延伸後のフィルムを加熱した際にフィルムが
収縮せず、また、位相差や配向角などの光学特性が変化し難いという利点がある。
【００４０】
　第一透明樹脂フィルムの厚みは、上記のような面内位相差と厚み方向位相差とを得ると
共に、ハンドリング性を高める観点から、５～５０μｍが好ましく、７μｍ～４０μｍが
より好ましく、１０～３０μｍが更に好ましい。
【００４１】
　ポリエステル系樹脂のガラス転移温度は、好ましくは６５℃～８０℃であり、より好ま
しくは７０℃～７５℃である。ガラス転移温度が過度に低いと、所望の寸法収縮率が得ら
れない場合がある。ガラス転移温度が過度に高いと、フィルム成形時の成形安定性が悪く
なる場合があり、また、フィルムの透明性を損なう場合がある。なお、ガラス転移温度は
、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１（１９８７）に準じて求められる。
【００４２】
　ポリエステル系樹脂の重量平均分子量は、好ましくは１００００～１０００００であり
、より好ましくは１５０００～５００００である。このような重量平均分子量であれば、
成形時の取り扱いが容易であり、かつ、優れた機械的強度を有するフィルムが得られ得る
。
【００４３】
　ポリエステル系樹脂は、任意の適切な方法によりフィルムに成形され得る。得られたポ
リエステル系樹脂フィルムは、縦および横の二軸に延伸する方法で、二軸延伸フィルムと
することができる。その際、特開２０１５－７２３７６号公報に開示されているように、
斜め延伸を含む製造方法に供することにより、斜め方向に配向軸を有する第一透明樹脂フ
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ィルムを好適に得ることができる。
【００４４】
　つまり、延伸対象のフィルムの左右端部を、それぞれ、縦方向のクリップピッチが変化
する可変ピッチ型の左右のクリップによって把持すること（工程Ａ：把持工程）；該フィ
ルムを予熱すること（工程Ｂ：予熱工程）；該左右のクリップのクリップピッチをそれぞ
れ独立して変化させて、該フィルムを斜め延伸すること（工程Ｃ：延伸工程）；必要に応
じて、該左右のクリップのクリップピッチを一定とした状態で、該フィルムを熱処理して
結晶化させること（工程Ｄ：結晶化工程）；および、該フィルムを把持するクリップを解
放すること（工程Ｅ：解放工程）；を含む、斜め延伸を含む製造方法により、本発明で使
用する第一透明樹脂フィルムを好適に製造することができる。
【００４５】
　第一透明樹脂フィルムには、表面に予めスパッタリング、コロナ放電、火炎、紫外線照
射、電子線照射、化成、酸化などのエッチング処理や下塗り処理（易接着層）を施して、
第一透明樹脂フィルム上に形成される光学調整層、硬化樹脂層、透明導電膜等との密着性
を向上させるようにしてもよい。また、光学調整層等を形成する前に、必要に応じて溶剤
洗浄や超音波洗浄などにより、第一透明樹脂フィルム表面を除塵、清浄化してもよい。
【００４６】
　（第二透明樹脂フィルム）
【００４７】
　第二透明樹脂フィルムとしては、第一透明樹脂フィルムとの関係で、合計の位相差が所
定の範囲内になるものであれば、透明性を有する各種のプラスチックフィルムをいずれも
使用することができる。
【００４８】
　当該プラスチックフィルムの材料としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポ
リエチレンナフタレート等のポリエステル、ポリシクロオレフィン、ポリアセテート、ポ
リエーテルスルホン、ポリカーボネート、トリアセチルセルロース、ポリアミド、ポリイ
ミド、（メタ）アクリル系ポリマー、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン、ポリスチレ
ン、ポリビニルアルコール、ポリアリレート、ポリフェニレンサルファイド等が挙げられ
る。これら材料の中でも、スパッタリング時の耐熱性や、合計の位相差が所定の範囲内に
する観点から、ポリシクロオレフィン、ポリカーボネート、トリアセチルセルロース、ポ
リビニルアルコール、シクロオレフィンコポリマーを用いることが好ましい。つまり、第
二透明樹脂フィルムとしては、光等方性の材料を含むことが好ましい。
【００４９】
　第二透明樹脂フィルムは、その遅相軸を、第一透明樹脂フィルムの遅相軸に直交させる
ことで、第一透明樹脂フィルムの面内位相差Ｒ０より合計の面内位相差Ｒ０を小さくする
ことができ、その値は、第一透明樹脂フィルムの面内位相差Ｒ０と第一透明樹脂フィルム
の面内位相差Ｒ０との差となる。また、同様に、斜め方向に両者の遅相軸を配置すること
によっても、合計の面内位相差Ｒ０を小さくすることができるが、両者の遅相軸を直交さ
せる場合が最小の面内位相差となる。
【００５０】
　このため、合計の位相差が所定の範囲内にする観点から、両者の遅相軸を配置する角度
は、４５～９０°が好ましく、８０～９０°がより好ましく、９０°が最も好ましい。
【００５１】
　また、このような両者の遅相軸の配置を考慮しつつ、合計の位相差が所定の範囲内にす
る観点から、第二透明樹脂フィルムの面内位相差Ｒ０は、好ましくは０～３００ｎｍであ
り、より好ましくは１０～２６０ｎｍであり、更に好ましくは２０～２２０ｎｍである。
【００５２】
　第二透明樹脂フィルムの厚み方向位相差Ｒｔｈは、虹ムラの抑制効果をより高めると共
に、十分な強度を得る観点から、好ましくは０～２００ｎｍであり、より好ましくは５～
１５０ｎｍであり、更に好ましくは１０～１００ｎｍである。なお、合計の厚み方向位相
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差Ｒｔｈを低減する観点から、負の位相差Ｒｔｈを有する第二透明樹脂フィルムを使用す
ることも可能である。なお、合計の厚み方向位相差Ｒｔｈは、遅相軸の配置角度に関係な
く、両者の位相差Ｒｔｈの和で決定される。
【００５３】
　第二透明樹脂フィルムの厚みは、上記のような面内位相差と厚み方向位相差とを得ると
共に、ハンドリング性を高める観点から、３０～２００μｍが好ましく、５０～１８０μ
ｍがより好ましく、７０～１６０μｍが更に好ましい。
【００５４】
　第二透明樹脂フィルムには、表面に予めスパッタリング、コロナ放電、火炎、紫外線照
射、電子線照射、化成、酸化などのエッチング処理や下塗り処理（易接着層）を施して、
第一透明樹脂フィルム上に形成される光学調整層、硬化樹脂層、透明導電膜等との密着性
を向上させるようにしてもよい。また、光学調整層等を形成する前に、必要に応じて溶剤
洗浄や超音波洗浄などにより、第一透明樹脂フィルム表面を除塵、清浄化してもよい。
【００５５】
　（合計の位相差）
　本発明では、前記第一透明樹脂フィルムと前記第二透明樹脂フィルムの合計の位相差と
しての面内位相差Ｒ０は、０～１５０ｎｍであり、虹ムラの抑制効果をより高める観点か
ら、より好ましくは１０～１３０ｎｍであり、更に好ましくは２０～１１０ｎｍである。
ここで、合計の位相差は、第一透明樹脂フィルムの遅相軸と第二透明樹脂フィルムの積層
体の面内位相差Ｒ０を測定することによって決定される。
【００５６】
　前記第一透明樹脂フィルムと前記第二透明樹脂フィルムの合計の位相差としての厚み方
向位相差Ｒｔｈは、１１００ｎｍ以下であり、虹ムラの抑制効果をより高めると共に、十
分な強度を得る観点から、より好ましくは４００～９５０ｎｍであり、更に好ましくは
３５０～９００ｎｍである。
【００５７】
　本発明では、前記第一透明樹脂フィルムと前記第二透明樹脂フィルムの合計の位相差と
しての位相差の比Ｒ０／Ｒｔｈも重要であり、虹ムラの抑制効果をより高めると共に、十
分な強度を得る観点から、位相差の比Ｒ０／Ｒｔｈは、０．０１～０．５が好ましく、０
．０２～０．４７がより好ましく０．０４～０．４５が更に好ましい。
【００５８】
　（接着剤層）
　接着剤層は、活性エネルギー線硬化型、熱硬化型、自然硬化型などの硬化型接着剤、又
は感圧型接着剤（粘着剤）により形成することができるが、活性エネルギー線硬化型接着
剤を使用するのが好ましい。なお、感圧型接着剤としては、後述する粘着剤を使用するこ
とができる。
【００５９】
　活性エネルギー線硬化型接着剤層の形成には、例えば、ラジカル硬化型接着剤が好適に
用いられる。ラジカル硬化型接着剤としては、電子線硬化型、紫外線硬化型等の活性エネ
ルギー線硬化型の接着剤を例示できる。特に短時間で硬化可能な、活性エネルギー線硬化
型が好ましく、さらには低エネルギーで硬化可能な紫外線硬化型接着剤が好ましい。
【００６０】
　紫外線硬化型接着剤としては、大きくラジカル重合硬化型接着剤とカチオン重合型接着
剤に区分出来る。その他、ラジカル重合硬化型接着剤は熱硬化型接着剤として用いること
ができる。
【００６１】
　ラジカル重合硬化型接着剤の硬化性成分としては、（メタ）アクリロイル基を有する化
合物、ビニル基を有する化合物が挙げられる。これら硬化性成分は、単官能または二官能
以上のいずれも用いることができる。またこれら硬化性成分は、１種を単独で、または２
種以上を組み合わせて用いることができる。これら硬化性成分としては、例えば、（メタ
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）アクリロイル基を有する化合物が好適である。
【００６２】
　（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、具体的には例えば、メチル（メタ）
アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソ
プロピル（メタ）アクリレート、２－メチル－２－ニトロプロピル（メタ）アクリレート
、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メ
タ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アクリレー
ト、ｔ－ペンチル（メタ）アクリレート、３－ペンチル（メタ）アクリレート、２，２－
ジメチルブチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、セチル（メ
タ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）ア
クリレート、４－メチル－２－プロピルペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－オクタデシ
ル（メタ）アクリレートなどの（メタ）アクリル酸（炭素数１－２０）アルキルエステル
類が挙げられる。
【００６３】
　また、（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、例えば、シクロアルキル（メ
タ）アクリレート（例えば、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロペンチル（メ
タ）アクリレートなど）、アラルキル（メタ）アクリレート（例えば、ベンジル（メタ）
アクリレートなど）、多環式（メタ）アクリレート（例えば、２－イソボルニル（メタ）
アクリレート、２－ノルボルニルメチル（メタ）アクリレート、５－ノルボルネン－２－
イル－メチル（メタ）アクリレート、３－メチル－２－ノルボルニルメチル（メタ）アク
リレートなど）、ヒドロキシル基含有（メタ）アクリル酸エステル類（例えば、ヒドロキ
シエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２，３
－ジヒドロキシプロピルメチル－ブチル（メタ）メタクリレートなど）、アルコキシ基ま
たはフェノキシ基含有（メタ）アクリル酸エステル類（２－メトキシエチル（メタ）アク
リレート、２－エトキシエチル（メタ）アクリレート、２－メトキシメトキシエチル（メ
タ）アクリレート、３－メトキシブチル（メタ）アクリレート、エチルカルビトール（メ
タ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレートなど）、エポキシ基含有（メ
タ）アクリル酸エステル類（例えば、グリシジル（メタ）アクリレートなど）、ハロゲン
含有（メタ）アクリル酸エステル類（例えば、２，２，２－トリフルオロエチル（メタ）
アクリレート、２，２，２－トリフルオロエチルエチル（メタ）アクリレート、テトラフ
ルオロプロピル（メタ）アクリレート、ヘキサフルオロプロピル（メタ）アクリレート、
オクタフルオロペンチル（メタ）アクリレート、ヘプタデカフルオロデシル（メタ）アク
リレートなど）、アルキルアミノアルキル（メタ）アクリレート（例えば、ジメチルアミ
ノエチル（メタ）アクリレートなど）等が挙げられる。
【００６４】
　また、前記以外の（メタ）アクリロイル基を有する化合物としては、ヒドロキシエチル
アクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メトキシメチルアクリルアミド（
ＳＰ値２２．９）、Ｎ－エトキシメチルアクリルアミド、（メタ）アクリルアミド等のア
ミド基含有モノマー等が挙げられる。また、アクリロイルモルホリン等の窒素含有モノマ
ー等が挙げられる。
【００６５】
　また、前記ラジカル重合硬化型接着剤の硬化性成分としては、（メタ）アクリロイル基
、ビニル基等の重合性二重結合を複数個有する化合物を例示することができ、当該化合物
は、架橋成分として接着剤成分に混合することもできる。かかる架橋成分になる硬化性成
分としては、例えば、トリプロピレングリコールジアクリレート、１，９－ノナンジオー
ルジアクリレート、トリシクロデカンジメタノールジアクリレート、環状トリメチロール
プロパンフォルマルアクリレート、ジオキサングリコールジアクリレート、ＥＯ変性ジグ
リセリンテトラアクリレート、アロニックスＭ－２２０（東亞合成社製）、ライトアクリ
レート１，９ＮＤ－Ａ（共栄社化学社製）、ライトアクリレートＤＧＥ－４Ａ（共栄社化
学社製）、ライトアクリレートＤＣＰ－Ａ（共栄社化学社製）、ＳＲ－５３１（Ｓａｒｔ
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ｏｍｅｒ社製）、ＣＤ－５３６（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製）等が挙げられる。また必要に応
じて、各種のエポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アクリレート、ポリエス
テル（メタ）アクリレートや、各種の（メタ）アクリレート系モノマー等が挙げられる。
【００６６】
　ラジカル重合硬化型接着剤は、前記硬化性成分を含むが、前記成分に加えて、硬化のタ
イプに応じて、ラジカル重合開始剤を添加する。前記接着剤を電子線硬化型で用いる場合
には、前記接着剤にはラジカル重合開始剤を含有させることは特に必要ではないが、紫外
線硬化型、熱硬化型で用いる場合には、ラジカル重合開始剤が用いられる。ラジカル重合
開始剤の使用量は硬化性成分１００重量部あたり、通常０．１～１０重量部程度、好まし
くは、０．５～３重量部である。また、ラジカル重合硬化型接着剤には、必要に応じて、
カルボニル化合物などで代表される電子線による硬化速度や感度を上がる光増感剤を添加
することもできる。光増感剤の使用量は硬化性成分１００重量部あたり、通常０．００１
～１０重量部程度、好ましくは、０．０１～３重量部である。
【００６７】
　カチオン重合硬化型接着剤の硬化性成分としては、エポキシ基やオキセタニル基を有す
る化合物が挙げられる。エポキシ基を有する化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキ
シ基を有するものであれば特に限定されず、一般に知られている各種の硬化性エポキシ化
合物を用いることができる。好ましいエポキシ化合物として、分子内に少なくとも２個の
エポキシ基と少なくとも１個の芳香環を有する化合物や、分子内に少なくとも２個のエポ
キシ基を有し、そのうちの少なくとも１個は脂環式環を構成する隣り合う２個の炭素原子
との間で形成されている化合物等が例として挙げられる。
【００６８】
　また、接着剤層を形成には、水系の硬化型接着剤として、例えば、ビニルポリマー系、
ゼラチン系、ビニル系ラテックス系、ポリウレタン系、イソシアネート系、ポリエステル
系、エポキシ系等を例示できる。このような水系接着剤からなる接着剤層は、水溶液の塗
布乾燥層などとして形成しうるが、その水溶液の調製に際しては、必要に応じて、架橋剤
や他の添加剤、酸等の触媒も配合することができる。
【００６９】
　前記水系接着剤としては、ビニルポリマーを含有する接着剤などを用いることが好まし
く、ビニルポリマーとしては、ポリビニルアルコール系樹脂が好ましい。またポリビニル
アルコール系樹脂としては、アセトアセチル基を有するポリビニルアルコール系樹脂を含
む接着剤が耐久性を向上させる点からより好ましい。また、ポリビニルアルコール系樹脂
に配合できる架橋剤としては、ポリビニルアルコール系樹脂と反応性を有する官能基を少
なくとも２つ有する化合物が好ましく使用できる。例えば、ホウ酸やホウ砂、カルボン酸
化合物、アルキルジアミン類；イソシアネート類；エポキシ類；モノアルデヒド類；ジア
ルデヒド類；アミノ－ホルムアルデヒド樹脂；さらに二価金属、または三価金属の塩およ
びその酸化物が挙げられる。
【００７０】
　前記硬化型接着剤層を形成する接着剤は、必要であれば適宜添加剤を含むものであって
も良い。添加剤の例としては、シランカップリング剤、チタンカップリング剤等のカップ
リング剤、エチレンオキシドで代表される接着促進剤、透明保護フィルムとの濡れ性を向
上させる添加剤、アクリロキシ基化合物や炭化水素系（天然、合成樹脂）などに代表され
、機械的強度や加工性などを向上させる添加剤、紫外線吸収剤、老化防止剤、染料、加工
助剤、イオントラップ剤、酸化防止剤、粘着付与剤、充填剤（金属化合物フィラー以外）
、可塑剤、レベリング剤、発泡抑制剤、帯電防止割、耐熱安定剤、耐加水分解安定剤等の
安定剤等が挙げられる。
【００７１】
　接着剤の塗工方式は、接着剤の粘度や目的とする厚みによって適宜に選択される。塗工
方式の例として、例えば、リバースコーター、グラビアコーター（ダイレクト，リバース
やオフセット）、バーリバースコーター、ロールコーター、ダイコーター、バーコーター
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、ロッドコーター等が挙げられる。その他、塗工には、デイッピング方式などの方式を適
宜に使用することができる。
【００７２】
　また、接着剤層の厚さは、０．０１～１０μｍであることが好ましい。より好ましくは
、０．１～５μｍ、さらに好ましくは０．３～４μｍである。
【００７３】
　（硬化樹脂層）
　硬化樹脂層は、前記第一透明樹脂フィルム又は前記第二透明樹脂フィルムの一方の第１
主面側に設けられた第１の硬化樹脂層と、反対側の第２主面側に設けられた第２の硬化樹
脂層とを含む。透明樹脂フィルムは、透明導電膜の形成や透明導電膜のパターン化または
電子機器への搭載などの各工程で傷が入りやすいので、上記のように、透明樹脂フィルム
の両面に第１の硬化樹脂層と第２の硬化樹脂層とを形成することが好ましい。
【００７４】
　硬化樹脂層は、硬化型樹脂を硬化させることにより得られた層である。用いる樹脂とし
ては、硬化樹脂層形成後の皮膜として十分な強度を持ち、透明性のあるものを特に制限な
く使用できるが、熱硬化型樹脂、紫外線硬化型樹脂、電子線硬化型樹脂、二液混合型樹脂
などがあげられる。これらのなかでも紫外線照射による硬化処理にて、簡単な加工操作に
て効率よく硬化樹脂層を形成することができる紫外線硬化型樹脂が好適である。
【００７５】
　紫外線硬化型樹脂としては、ポリエステル系、アクリル系、ウレタン系、アミド系、シ
リコーン系、エポキシ系等の各種のものがあげられ、紫外線硬化型のモノマー、オリゴマ
ー、ポリマー等が含まれる。好ましく用いられる紫外線硬化型樹脂は、アクリル系樹脂や
エポキシ系樹脂であり、より好ましくはアクリル系樹脂である。
【００７６】
　硬化樹脂層は粒子を含んでいてもよい。硬化樹脂層に粒子を配合することにより、硬化
樹脂層の表面に隆起を形成することができ、透明導電性フィルムに耐ブロッキング性を好
適に付与することができる。
【００７７】
　上記粒子としては、各種金属酸化物、ガラス、プラスチックなどの透明性を有するもの
を特に制限なく使用することができる。例えばシリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニア
、酸化カルシウム等の無機系粒子、ポリメチルメタクリレート、ポリスチレン、ポリウレ
タン、アクリル系樹脂、アクリル－スチレン共重合体、ベンゾグアナミン、メラミン、ポ
リカーボネート等の各種ポリマーからなる架橋又は未架橋の有機系粒子やシリコーン系粒
子などがあげられる。前記粒子は、１種または２種以上を適宜に選択して用いることがで
きるが、有機系粒子が好ましい。有機系粒子としては、屈折率の観点から、アクリル系樹
脂が好ましい。
【００７８】
　粒子の最頻粒子径は、硬化樹脂層の隆起の突出度や隆起以外の平坦領域の厚みとの関係
などを考慮して適宜設定することができ、特に限定されない。なお、透明導電性フィルム
に耐ブロッキング性を十分に付与し、かつヘイズの上昇を十分に抑制するという観点から
、粒子の最頻粒子径は０．１～３μｍが好ましく、０．５～２．５μｍがより好ましい。
なお、本明細書において、「最頻粒子径」とは、粒子分布の極大値を示す粒径をいい、フ
ロー式粒子像分析装置（Ｓｙｓｍｅｘ社製、製品名「ＦＰＴＡ－３０００Ｓ」）を用いて
、所定条件下（Ｓｈｅａｔｈ液：酢酸エチル、測定モード：ＨＰＦ測定、測定方式：トー
タルカウント）で測定することによって求められる。測定試料は、粒子を酢酸エチルで１
．０重量％に希釈し、超音波洗浄機を用いて均一に分散させたものを用いる。
【００７９】
　粒子の含有量は、樹脂組成物の固形分１００重量部に対して０．０５～１．０重量部で
あることが好ましく、０．１～０．５重量部であることがより好ましく、０．１～０．２
重量部であることがさらに好ましい。硬化樹脂層中の粒子の含有量が小さいと、硬化樹脂
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層の表面に耐ブロッキング性や易滑性を付与するのに十分な隆起が形成され難くなる傾向
がある。一方、粒子の含有量が大きすぎると、粒子による光散乱に起因して透明導電性フ
ィルムのヘイズが高くなり、視認性が低下する傾向がある。また、粒子の含有量が大きす
ぎると、硬化樹脂層の形成時（溶液の塗布時）に、スジが発生し、視認性が損なわれたり
、透明導電膜の電気特性が不均一となったりする場合がある。
【００８０】
　硬化樹脂層は、各硬化型樹脂と必要に応じて加える粒子、架橋剤、開始剤、増感剤など
を含む樹脂組成物を透明樹脂フィルム上に塗布し、樹脂組成物が溶剤を含む場合には、溶
剤の乾燥を行い、熱、活性エネルギー線またはその両方のいずれかの適用により硬化させ
ることにより得られる。熱は空気循環式オーブンやＩＲヒーターなど公知の手段を用いる
ことができるがこれらの方法に限定されない。活性エネルギー線の例としては紫外線、電
子線、ガンマ線などがあるが特に限定されない。
【００８１】
　硬化樹脂層は、上記の材料を用いて、ウェットコーティング法（塗工法）等により製膜
できる。例えば、透明導電膜として酸化スズを含有する酸化インジウム（ＩＴＯ）を形成
する場合、下地層である硬化樹脂層の表面が平滑であると、透明導電膜の結晶化時間を短
縮することもできる。かかる観点から、硬化樹脂層はウェットコーティング法により製膜
されることが好ましい。
【００８２】
　硬化樹脂層の厚みは、好ましくは０．５μｍ～５μｍであり、より好ましくは０．７μ
ｍ～３μｍであり、最も好ましくは０．８μｍ～２μｍである。硬化樹脂層の厚みが前記
範囲にあると、傷付防止や硬化樹脂層の硬化収縮におけるフィルムシワを防止でき、タッ
チパネル等の視認性が悪化することを防ぐことができる。
【００８３】
　（透明導電膜）
　透明導電膜は、透明樹脂フィルム上に設けることができるが、透明樹脂フィルムの一方
の第１主面側に設けられた第１の硬化樹脂層上に設けられることが好ましい。透明導電膜
の構成材料は、無機物を含む限り特に限定されず、インジウム、スズ、亜鉛、ガリウム、
アンチモン、チタン、珪素、ジルコニウム、マグネシウム、アルミニウム、金、銀、銅、
パラジウム、タングステンからなる群より選択される少なくとも１種の金属の金属酸化物
が好適に用いられる。当該金属酸化物には、必要に応じて、さらに上記群に示された金属
原子を含んでいてもよい。例えば酸化スズを含有する酸化インジウム（ＩＴＯ）、アンチ
モンを含有する酸化スズ（ＡＴＯ）などが好ましく用いられる。酸化スズを含有する酸化
インジウムを用いる場合、酸化スズの含有量は、透明導電膜中において１～２０重量％が
好ましく、３～１５重量％がより好ましい。
【００８４】
　透明導電膜の厚みは、特に制限されないが、その表面抵抗を１×１０３Ω／□以下の良
好な導電性を有する連続被膜とするには、厚みを１０ｎｍ以上とするのが好ましい。膜厚
が、厚くなりすぎると透明性の低下などをきたすため、１５～３５ｎｍであることが好ま
しく、より好ましくは２０～３０ｎｍの範囲内である。透明導電膜の厚みが、１０ｎｍ未
満であると膜表面の電気抵抗が高くなり、かつ連続被膜になり難くなる。また、透明導電
膜の厚みが、３５ｎｍを超えると透明性の低下などをきたす場合がある。
【００８５】
　透明導電膜の形成方法は、特に限定されず、従来公知の方法を採用することができる。
具体的には、例えば真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法等のドライ
プロセスを例示できる。また、必要とする膜厚に応じて適宜の方法を採用することもでき
る。なお、第１の硬化樹脂層上に透明導電膜を形成する場合、透明導電膜がスパッタリン
グ法等のドライプロセスによって形成されれば、透明導電膜の表面は、その下地層である
第１の硬化樹脂層表面形状をほぼ維持する。そのため、第１の硬化樹脂層に隆起が存在す
る場合には、透明導電膜表面にも耐ブロッキング性及び易滑性を好適に付与することがで
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きる。
【００８６】
　透明導電膜は、必要に応じて加熱アニール処理（例えば、大気雰囲気下、８０～１５０
℃で３０～９０分間程度）を施して結晶化することができる。透明導電膜を結晶化するこ
とで、透明導電膜が低抵抗化されることに加えて、透明性及び耐久性が向上する。非晶質
の透明導電膜を結晶質に転化させる手段は、特に限定されないが、空気循環式オーブンや
ＩＲヒーターなどが用いられる。
【００８７】
　「結晶質」の定義については、透明樹脂フィルム上に透明導電膜が形成された透明導電
性フィルムを、２０℃、濃度５重量％の塩酸に１５分間浸漬した後、水洗・乾燥し、１５
ｍｍ間の端子間抵抗をテスタにて測定を行い、端子間抵抗が１０ｋΩを超えない場合、Ｉ
ＴＯ膜の結晶質への転化が完了したものとする。
【００８８】
　また、透明導電膜は、エッチング等によりパターン化してもよい。透明導電膜のパター
ン化に関しては、従来公知のフォトリソグラフィの技術を用いて行うことができる。エッ
チング液としては、酸が好適に用いられる。酸としては、例えば、塩化水素、臭化水素、
硫酸、硝酸、リン酸等の無機酸、酢酸等の有機酸、およびこれらの混合物、ならびにそれ
らの水溶液があげられる。例えば、静電容量方式のタッチパネルやマトリックス式の抵抗
膜方式のタッチパネルに用いられる透明導電性フィルム積層体においては、透明導電膜が
ストライプ状にパターン化されることが好ましい。なお、エッチングにより透明導電膜を
パターン化する場合、先に透明導電膜の結晶化を行うと、エッチングによるパターン化が
困難となる場合がある。そのため、透明導電膜のアニール処理は、透明導電膜をパターン
化した後に行うことが好ましい。
【００８９】
　透明導電膜は、後述のキャリアフィルムを積層する際に非晶質であっても結晶質であっ
てもよい。例えば、透明導電膜が非晶質の状態の透明導電性フィルムに粘着剤層を介して
保護フィルムを貼り合せた後に、アニール処理をして結晶質に転化することが可能である
。
【００９０】
　前記透明導電膜は、金属ナノワイヤを含むことができる。金属ナノワイヤとは、材質が
金属であり、形状が針状または糸状であり、径がナノメートルサイズの導電性物質をいう
。金属ナノワイヤは直線状であってもよく、曲線状であってもよい。金属ナノワイヤで構
成された透明導電層を用いれば、金属ナノワイヤが網の目状となることにより、少量の金
属ナノワイヤであっても良好な電気伝導経路を形成することができ、電気抵抗の小さい透
明導電性フィルム積層体を得ることができる。さらに、金属ナノワイヤが網の目状となる
ことにより、網の目の隙間に開口部を形成して、光透過率の高い透明導電性フィルム積層
体を得ることができる。
【００９１】
　前記金属ナノワイヤを構成する金属としては、導電性の高い金属である限り、任意の適
切な金属が用いられ得る。前記金属ナノワイヤを構成する金属としては、例えば、銀、金
、銅、ニッケル等が挙げられる。また、これらの金属にメッキ処理（例えば、金メッキ処
理）を行った材料を用いてもよい。なかでも好ましくは、導電性の観点から、銀、銅また
は金であり、より好ましくは銀である。
【００９２】
　（光学調整層）
　本発明では、第一透明樹脂フィルム又は第１の硬化樹脂層と透明導電膜との間に、１層
以上の光学調整層をさらに含むことができる。光学調整層は、透明導電性フィルム積層体
の透過率の上昇や、透明導電膜がパターン化される場合には、パターンが残るパターン部
とパターンが残らない開口部の間で透過率差や反射率差を低減でき、視認性に優れた透明
導電性フィルム積層体を得るために用いられる。
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【００９３】
　光学調整層の屈折率は、１．５～１．８であることが好ましく、１．５１～１．７８で
あることがより好ましく、１．５２～１．７５であることが更に好ましい。これにより、
透過率差や反射率差を低減でき、視認性に優れた透明導電性フィルム積層体を得ることが
できる。
【００９４】
　光学調整層は、無機物、有機物、あるいは無機物と有機物との混合物により形成される
。光学調整層を形成する材料としては、ＮａＦ、Ｎａ３ＡｌＦ６、ＬｉＦ、ＭｇＦ２、Ｃ
ａＦ２、ＳｉＯ２、ＬａＦ３、ＣｅＦ３、Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２、Ｔａ２Ｏ５、ＺｒＯ２

、ＺｎＯ、ＺｎＳ、ＳｉＯｘ（ｘは１．５以上２未満）などの無機物や、アクリル樹脂、
エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、メラミン樹脂、アルキド樹脂、シロキサン系ポリマーなど
の有機物が挙げられる。特に、有機物として、メラミン樹脂とアルキド樹脂と有機シラン
縮合物の混合物からなる熱硬化型樹脂を使用することが好ましい。光学調整層は、上記の
材料を用いて、ウエット法、グラビアコート法やバーコート法などの塗工法、真空蒸着法
、スパッタリング法、イオンプレーティング法などにより形成できる。
【００９５】
　光学調整層は、平均粒径が１ｎｍ～５００ｎｍのナノ微粒子を有していてもよい。光学
調整層中のナノ微粒子の含有量は０．１重量％～９０重量％であることが好ましい。光学
調整層に用いられるナノ微粒子の平均粒径は、上述のように１ｎｍ～５００ｎｍの範囲で
あることが好ましく、５ｎｍ～３００ｎｍであることがより好ましい。また、光学調整層
中のナノ微粒子の含有量は１０重量％～８０重量％であることがより好ましく、２０重量
％～７０重量％であることがさらに好ましい。光学調整層中にナノ微粒子を含有すること
によって、光学調整層自体の屈折率の調整を容易に行うことができる。
【００９６】
　ナノ微粒子を形成する無機酸化物としては、例えば、酸化ケイ素（シリカ）、中空ナノ
シリカ、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム、酸化ニ
オブ等の微粒子があげられる。これらの中でも、酸化ケイ素（シリカ）、酸化チタン、酸
化アルミニウム、酸化亜鉛、酸化錫、酸化ジルコニウム、酸化ニオブの微粒子が好ましい
。これらは１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００９７】
　光学調整層の厚みは、１０ｎｍ～２００ｎｍであることが好ましく、２０ｎｍ～１５０
ｎｍであることがより好ましく、３０ｎｍ～１３０ｎｍであることがさらに好ましい。光
学調整層の厚みが過度に小さいと連続被膜となりにくい。また、光学調整層の厚みが過度
に大きいと、透明導電性フィルム積層体の透明性が低下したり、クラックが生じ易くなっ
たりする傾向がある。
【００９８】
　（金属層、金属配線）
　本発明では、透明導電膜上に金属層又は金属配線を設けることも可能である。金属配線
は、金属層を透明導電膜上に形成した後、エッチングにより形成することも可能であるが
、以下のように感光性金属ペーストを用いて形成するのが好ましい。即ち、金属配線は、
透明導電膜がパターン化された後に、後述の感光性導電ペーストを前記透明樹脂フィルム
上または前記透明導電膜上に塗布し、感光性金属ペースト層を形成し、フォトマスクを積
層または近接させフォトマスクを介して感光性金属ペースト層に露光を行い、次いで現像
を行い、パターン形成した後、乾燥工程を経て得られる。つまり、公知のフォトリソグラ
フィ法等により、金属配線のパターン形成が可能である。
【００９９】
　前記感光性導電ペーストは、金属粉末などの導電性粒子と感光性有機成分とを含むこと
が好ましい。金属粉末の導電性粒子の材料としては、Ａｇ、Ａｕ、Ｐｄ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ａ
ｌおよびＰｔの群から選択される少なくとも１種を含むものであることが好ましく、より
好ましくはＡｇである。金属粉末の導電性粒子の体積平均粒子径は０．１μｍ～２．５μ



(16) JP 2017-61069 A 2017.3.30

10

20

30

40

50

ｍであることが好ましい。
【０１００】
　金属粉末以外の導電性粒子としては、樹脂粒子表面を金属で被覆した金属被覆樹脂粒子
でもよい。樹脂粒子の材料としては、前述のような粒子が含まれるが、アクリル系樹脂が
好ましい。金属被覆樹脂粒子は樹脂粒子の表面にシランカップリング剤を反応させ、さら
にその表面に金属で被覆することにより得られる。シランカップリング剤を用いることに
より、樹脂成分の分散が安定化して、均一な金属被覆樹脂粒子を形成することができる。
【０１０１】
　感光性導電ペーストはさらにガラスフリットを含んでいてもよい。ガラスフリットは、
体積平均粒子径が０．１μｍ～１．４μｍであることが好ましく、９０％粒子径が１～２
μｍおよびトップサイズが４．５μｍ以下であることが好ましい。ガラスフリットの組成
としては、特に限定されないが、Ｂｉ２Ｏ３が全体に対して３０重量％～７０重量％の範
囲で配合されることが好ましい。Ｂｉ２Ｏ３以外に含んでいてよい酸化物としては、Ｓｉ
Ｏ２、Ｂ２Ｏ３、ＺｒＯ２、Ａｌ２Ｏ３を含んでよい。Ｎａ２Ｏ、Ｋ２Ｏ、Ｌｉ２Ｏは実
質的に含まないアルカリフリーのガラスフリットであることが好ましい。
【０１０２】
　感光性有機成分は、感光性ポリマーおよび／または感光性モノマーを含むことが好まし
い。感光性ポリマーとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレー
ト等の炭素－炭素二重結合有する化合物から選択された成分の重合体やこれらの共重合体
からなるアクリル樹脂の側鎖または分子末端に光反応性基を付加したもの等が好適に用い
られる。好ましい光反応性基としてはビニル基、アリル基、アクリル基、メタクリル基な
どのエチレン性不飽和基が挙げられる。感光性ポリマーの含有量は、１～３０重量％、２
～３０重量％であることが好ましい。
【０１０３】
　感光性モノマーとしては、メタクリルアクリレート、エチルアクリレートなどの（メタ
）アクリレート系モノマーや、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、１－ビ
ニル－２－ピロリドンなどが挙げられ、１種または２種以上を使用することができる。
【０１０４】
　感光性導電ペーストにおいては、感光性有機成分が金属粉末１００重量部に対して、５
～４０重量％含むことが光の感度の点で好ましく、より好ましくは１０重量部～３０重量
部である。また、本発明の感光性導電ペーストは必要により光重合開始剤、増感剤、重合
禁止剤、有機溶媒を用いることが好ましい。
【０１０５】
　金属層の厚みは、特に制限されない。例えば、金属層の面内の一部をエッチング等によ
り除去してパターン配線を形成する場合は、形成後のパターン配線が所望の抵抗値を有す
るように金属層の厚みが適宜に設定される。そのため、金属層の厚みは、０．０１～２０
０μｍであることが好ましく、０．０５～１００μｍであることがより好ましい。金属層
の厚みが上記範囲であると、パターン配線の抵抗が高くなりすぎず、デバイスの消費電力
が大きくならない。また、金属層の成膜の生産効率が上がり、成膜時の積算熱量が小さく
なり、フィルムに熱シワが生じにくくなる。
【０１０６】
　透明導電性フィルム積層体がディスプレイと組合せて使用するタッチパネル用の透明導
電性フィルム積層体である場合、表示部分に対応した部分はパターン化された透明導電膜
により形成され、感光性導電ペーストから作製された金属配線は非表示部（例えば周縁部
）の配線部分に用いられる。透明導電膜は非表示部でも用いられてよく、その場合は金属
配線が透明導電膜上に形成されていてもよい。
【０１０７】
　＜キャリアフィルム＞
　本発明では、透明導電性フィルム積層体がキャリアフィルムを有していてもよい。キャ
リアフィルムは、保護フィルムの少なくとも一方の面側に粘着剤層を有する。キャリアフ
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ィルムは、粘着剤層を介して剥離可能な透明導電性フィルム積層体と、透明導電性フィル
ム積層体の第２主面側を貼りあわせて、透明導電性フィルム積層体を形成する。キャリア
フィルムを透明導電性フィルム積層体から剥離する際は、粘着剤層は保護フィルムととも
に剥離されてもよいし、保護フィルムのみが剥離されてもよい。
【０１０８】
　（保護フィルム）
　保護フィルムを形成する材料としては、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断性、
等方性などに優れるものが好ましい。保護フィルムとしては、結晶性樹脂又は非晶性樹脂
からなるフィルムが使用できる。
【０１０９】
　結晶性樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート等のポ
リエステル系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィン系樹脂、トリアセ
チルセルロース、ポリビニルアルコール、シクロオレフィンコポリマーなどが挙げられる
が、ポリエステル系樹脂が好ましい。
【０１１０】
　非晶性樹脂としては、シクロオレフィン系樹脂やポリカーボネート系樹脂などがあげら
れるが、優れた光透過性、耐傷性、耐水性を持ち、良好な機械的性質の観点から、ポリカ
ーボネート系樹脂が好ましい。ポリカーボネート系樹脂には、例えば、脂肪族ポリカーボ
ネート、芳香族ポリカーボネート、脂肪族－芳香族ポリカーボネートなどが挙げられる。
【０１１１】
　保護フィルムは、透明樹脂フィルムと同様に、表面に予めスパッタリング、コロナ放電
、火炎、紫外線照射、電子線照射、化成、酸化などのエッチング処理や下塗り（易接着層
）処理を施して、保護フィルム上の粘着剤層等との密着性を向上させるようにしてもよい
。また、粘着剤層を形成する前に、必要に応じて溶剤洗浄や超音波洗浄などにより、保護
フィルム表面を除塵、清浄化してもよい。
【０１１２】
　保護フィルムの厚みは、作業性等を向上する観点から、２０～１５０μｍが好ましく、
３０～１００μｍがより好ましく、４０～８０μｍが更に好ましい。
【０１１３】
　（粘着剤層）
　粘着剤層としては、透明性を有するものであれば特に制限なく使用できる。具体的には
、例えば、アクリル系ポリマー、シリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、
ポリアミド、ポリビニルエーテル、酢酸ビニル／塩化ビニルコポリマー、変性ポリオレフ
ィン、エポキシ系、フッ素系、天然ゴム、合成ゴム等のゴム系などのポリマーをベースポ
リマーとするものを適宜に選択して用いることができる。特に、光学的透明性に優れ、適
度な濡れ性、凝集性および接着性等の粘着特性を示し、耐候性や耐熱性等にも優れるとい
う点からは、アクリル系粘着剤が好ましく用いられる。
【０１１４】
　粘着剤層の形成方法は特に制限されず、剥離ライナーに粘着剤組成物を塗布し、乾燥後
、基材フィルムに転写する方法（転写法）、保護フィルムに、直接、粘着剤組成物を塗布
、乾燥する方法（直写法）や共押出しによる方法等があげられる。なお粘着剤には、必要
に応じて粘着付与剤、可塑剤、充填剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、シランカップリング
剤等を適宜に使用することもできる。粘着剤層の好ましい厚みは５μｍ～１００μｍであ
り、より好ましくは１０μｍ～５０μｍであり、より好ましくは１５μｍから３５μｍで
ある。
【０１１５】
　＜透明導電性フィルム積層体の特性＞
　本発明の透明導電性フィルム積層体は、実施例における虹ムラの評価のｘｙ表色でのバ
ラツキとして、Δｘが０．１５以下、Δｙが０．２０以下であることが好ましく、Δｘが
０．１３以下、Δｙが０．１７以下であることがより好ましい。
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【０１１６】
　また、これを達成する上で、透明樹脂フィルムを単体で用いた場合に、ｘｙ表色でのバ
ラツキとして、Δｘが０．１５以下、Δｙが０．２０以下であることが好ましく、Δｘが
０．１３以下、Δｙが０．１７以下であることがより好ましい。
【０１１７】
　＜タッチパネル＞
　透明導電性フィルム積層体からキャリアフィルム又は保護フィルムを剥離した透明導電
性フィルム積層体は、例えば、静電容量方式、抵抗膜方式などのタッチパネルなどの電子
機器の透明電極として好適に適用できる。
【０１１８】
　タッチパネルの形成に際しては、前述した透明導電性フィルム積層体の一方または両方
の主面に透明な粘着剤層を介して、ガラスや高分子フィルム等の他の基材等を貼り合わせ
ることができる。例えば、透明導電性フィルム積層体の透明導電膜が形成されていない側
の面に透明な粘着剤層を介して透明基体が貼り合わせられた積層体を形成してもよい。透
明基体は、１枚の基体フィルムからなっていてもよく、２枚以上の基体フィルムの積層体
（例えば透明な粘着剤層を介して積層したもの）であってもよい。また、透明導電性フィ
ルム積層体に貼り合わせる透明基体の外表面にハードコート層を設けることもできる。透
明導電性フィルム積層体と基材との貼り合わせに用いられる粘着剤層としては、前述の通
り、透明性を有するものであれば特に制限なく使用できる。
【０１１９】
　本発明の透明導電性フィルム積層体をタッチパネルの形成に用いた場合、低位相差のポ
リエステルを基材として使用することで、十分な材料強度を有し、材料費が安価で生産性
も良好で、しかも十分な虹ムラの抑制効果が得られる透明導電性フィルム積層体を有する
タッチパネルを提供できる。タッチパネル用途以外であれば、電子機器から発せられる電
磁波やノイズをシールドするシールド用途に用いることができる。
【実施例】
【０１２０】
　以下、本発明に関して実施例を用いて詳細に説明するが、本発明は以下の実施例に限定
されるものではない。なお、実施例等における物性等は次のようにして測定した。
【０１２１】
　（位相差）
　偏光・位相差測定システム（Ａｘｏｍｅｔｒｉｃｓ製　製品名「ＡｘｏＳｃａｎ」）を
用い、２３℃の環境下にて、測定波長５９０ｎｍで透明樹脂フィルムの面内位相差の測定
を行った。また、同様にして、遅相軸方向および進相軸方向を回転中心としてフィルムを
４０°傾斜した際の位相差を測定した。なお、位相差の測定値の次数は、予め求めた透明
樹脂フィルムの位相差の波長分散と一致するように決定した。これらの測定値から、透明
樹脂フィルムの面内位相差値（Ｒ０）と厚み方向位相差値（Ｒｔｈ）を算出した。
【０１２２】
　（厚みの測定）
　厚みは、１μｍ以上の厚みを有するものに関しては、マイクロゲージ式厚み計（ミツト
ヨ社製）にて測定を行った。また、１μｍ未満の厚みや光学調整層の厚みは、瞬間マルチ
測光システム（大塚電子社製　ＭＣＰＤ２０００）で測定した。ＩＴＯ膜等の厚みのよう
にナノサイズの厚みは、ＦＢ－２０００Ａ（株式会社日立ハイテクノロジーズ製）にて断
面観察用サンプルを作製し、断面ＴＥＭ観察はＨＦ－２０００（株式会社日立ハイテクノ
ロジーズ製）を用いて膜厚を測定した。評価した結果を表１に示す。
【０１２３】
　（虹ムラの評価）
　虹ムラの評価方法としては、ｘｙ表色でのバラツキ評価と黙視による４段階評価（◎～
×）とを行った。
【０１２４】
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　ｘｙ表色でのバラツキ評価は、コノスコープ（Ａｕｔｒｏｎｉｃ－Ｍｅｌｃｈｅｒｓ社
製、Ｃｏｎｏｓｃｏｐｅ）を用いて実施し、高輝度バックライトの上に市販の偏光板を配
置したものを使用した。この第一の偏光板の吸収軸に対して、第一透明樹脂フィルムの遅
相軸（即ち、配向軸）の方向が４５°になるように透明導電性フィルムを載置し、さらに
前記透明導電性フィルムの上に第一の偏光板の吸収軸に対して、吸収軸が直交するように
さらに第二の偏光板を載置し、全方位（極角０°～８０°、方位角０°～３６０°）から
コノスコープでｘ値とｙ値を測定し、その際のｘｙ表色でのバラツキを評価した。Δｘ、
Δｙが小さいものほど虹ムラが抑制されていることになり、Δｘが０．１５以下、Δｙが
０．２０以下が良好な虹ムラ抑制の目安となる。
【０１２５】
　また、黙視による４段階評価は、×：角度変化に対して色相が顕著に変化する、△：色
相が顕著に変化する角度範囲が、概ね極角４０～６０°の範囲であり、上記１に比して狭
い、○：色相が顕著に変化する角度範囲が、概ね極角４０～５０°の範囲であり、上記２
に比してさらに狭い、◎：角度変化に対して、色相の変化がほとんど確認されない、とし
た。
【０１２６】
　［実施例１－１～１－８］
　二軸延伸の条件を変えることで、表１に示すような面内位相差値（Ｒ０）と厚み方向位
相差値（Ｒｔｈ）と厚みを有する種々のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を、第一
透明樹脂フィルムとして準備した。
【０１２７】
　これを基材として、その片面に、光学調整層として屈折率１．６２のジルコニア粒子含
有紫外線硬化型組成物（ＪＳＲ社製、商品名「オプスタ―Ｚ７４１２」を塗布し、塗布層
を形成した。次いで、塗布層が形成された側から塗布層に紫外線を照射して、厚みが１０
０ｎｍとなるように光学調整層を形成した。
【０１２８】
　次に、光学調整層が形成された第一透明樹脂フィルムを、巻き取り式スパッタ装置に投
入し、光学調整層の表面に、厚みが２７ｎｍの非晶質のインジウム・スズ酸化物層（組成
：ＳｎＯ２：１０ｗｔ％）を形成して、透明導電膜を形成した。このようにして透明導電
性フィルムを作製した。
【０１２９】
　一方、光等方性の第二透明樹脂フィルムとして、面内位相差値（Ｒ０）が３ｎｍ、厚み
方向位相差値（Ｒｔｈ）が１００ｎｍ、厚みが４０μｍのポリシクロオレフィンフィルム
（日本ゼオン社製、商品名「ＺＥＯＮＯＲ（登録商標）」）を準備した。
【０１３０】
　通常の溶液重合により、ブチルアクリレート／アクリル酸＝１００／６（重量比）にて
重量平均分子量６０万のアクリル系ポリマーを得た。このアクリル系ポリマー１００重量
部に対し、エポキシ系架橋剤（三菱瓦斯化学製、商品名「テトラッドＣ（登録商標）」）
６重量部を加えてアクリル系粘着剤を準備した。
　前記の第二透明樹脂フィルムに、前記アクリル系粘着剤を片面に塗工し、１５０℃で９
０秒間加熱して、厚さ１０μｍの粘着剤層を形成した。次いで、前記粘着剤層の表面に、
片面にシリコーン処理を施したＰＥＴ剥離ライナー（厚さ２５μｍ）のシリコーン処理面
を貼り合わせ、５０℃で２日間保存して、剥離ライナー付き第二透明樹脂フィルムを作製
した。
【０１３１】
　この剥離ライナー付き第二透明樹脂フィルムを、剥離ライナーを剥離してから、前記光
学調整層を形成した第一透明樹脂フィルムと貼り合わせて、透明導電性フィルム積層体を
作製した。なお、貼り合わせは、第一透明樹脂フィルムの遅相軸と第二透明樹脂フィルム
の遅相軸とが角度３０°となるように行った。
【０１３２】



(20) JP 2017-61069 A 2017.3.30

　［比較例１－１～１－１０］
　実施例１－１において、表１に示すような面内位相差値（Ｒ０）と厚み方向位相差値（
Ｒｔｈ）と厚みを有する種々のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を、第一透明樹脂
フィルムとして使用したこと以外は、実施例１－１と全く同じ条件で、透明導電性フィル
ム積層体を作製した。
【０１３３】
　以上の透明導電性フィルム積層体の評価結果を表１に示す。
【０１３４】
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【表１】

【０１３５】
　表１の結果が示すように、実施例１－１～１－８の透明導電性フィルム積層体は、合計
の面内位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下であるため、Δ
ｘが０．１６以下、Δｙが０．２０以下となり、また黙視評価でも良好な結果であり、十
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分な虹ムラ抑制が可能であった。このことは、ディスプレイを偏光サングラスを通してみ
た時の虹ムラが抑えられることを意味する。これに対して、面内位相差値が１５０ｎｍを
超えるか、厚み方向位相差値が１１００ｎｍを超える比較例１－１～１－１０では、Δｘ
とΔｙの少なくとも一方が大きく、黙視評価でも結果が悪く、虹ムラを抑制する効果が不
十分であった。
【０１３６】
　［実施例２－１～２－８］
　実施例１－１～１－８において、光等方性の第二透明樹脂フィルムを用いる代わりに、
１／４波長シクロオレフィン樹脂フィルムを第二透明樹脂フィルムとして用いること以外
は、全く同じ条件で透明導電性フィルム積層体を作製した。
【０１３７】
　なお、１／４波長シクロオレフィン樹脂フィルムとしては、面内位相差値（Ｒ０）が
１４０ｎｍ、厚み方向位相差値（Ｒｔｈ）が８０ｎｍ、厚みが１００μｍのポリシクロオ
レフィンフィルム（日本ゼオン社製、商品名「ＺＥＯＮＯＲ（登録商標）」）を使用した
。また、貼り合わせは、第一透明樹脂フィルムの遅相軸と第二透明樹脂フィルムの遅相軸
とが角度４５°となるように行った。
【０１３８】
　［比較例２－１～２－１０］
　実施例２－１において、表１に示すような面内位相差値（Ｒ０）と厚み方向位相差値（
Ｒｔｈ）と厚みを有する種々のポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を、第一透明樹脂
フィルムとして使用したこと以外は、実施例２－１と全く同じ条件で、透明導電性フィル
ム積層体を作製した。
【０１３９】
　以上の透明導電性フィルム積層体の評価結果を表２に示す。
【０１４０】
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【表２】

【０１４１】
　表２の結果が示すように、実施例２－１～２－８の透明導電性フィルム積層体は、面内
位相差値が１５０ｎｍ以下、厚み方向位相差値が１１００ｎｍ以下であるため、Δｘが０
．１６以下、Δｙが０．２０以下となり、また黙視評価でも良好な結果であり、十分な虹
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ムラ抑制が可能であった。このことは、ディスプレイを偏光サングラスを通してみた時の
虹ムラが抑えられることを意味する。これに対して、面内位相差値が１５０ｎｍを超える
か、厚み方向位相差値が１１００ｎｍを超える比較例２－１～２－１０では、ΔｘとΔｙ
の少なくとも一方が大きく、黙視評価でも結果が悪く、虹ムラを抑制する効果が不十分で
あった。
【０１４２】
　［実施例３］
　実施例１－１において、次のようにして第一透明樹脂フィルムに硬化樹脂層を形成した
ものを用いたこと以外は、実施例１－１と全く同じ条件で、透明導電性フィルム積層体を
作製した。
【０１４３】
　まず、紫外線硬化性樹脂組成物（ＤＩＣ社製　商品名「ＵＮＩＤＩＣ（登録商標）ＲＳ
２９－１２０」）を１００重量部と、最頻粒子径が１．９μｍであるアクリル系球状粒子
（綜研化学社製、商品名「ＭＸ－１８０ＴＡ」）を０．２重量部とを含む、球状粒子入り
硬化性樹脂組成物を準備した。
【０１４４】
　準備した球状粒子入り硬化性樹脂組成物を厚みが５０μｍでＰＥＴ基材（第一透明樹脂
フィルム）の一方の面に塗布し、塗布層を形成した。次いで、塗布層が形成された側から
塗布層に紫外線を照射して、厚みが１．０μｍとなる様に第２の硬化樹脂層を形成した。
ＰＥＴ基材の他方の面に、上記とは球状粒子を添加しない以外は同様の方法で、厚みが１
．０μｍとなる様に第１の硬化樹脂層を形成した。なお、光学調整層と透明導電膜の形成
は、第１の硬化樹脂層の表面に行った。
【０１４５】
　得られた透明導電性フィルム積層体の虹ムラの評価を行った結果、実施例１－１と実質
的に同じΔｘとΔｙとを有しており、また黙視評価でも良好な結果であり、十分な虹ムラ
抑制が可能であった。
【０１４６】
　［実施例４］
　実施例１－１において、粘着剤の代わりに、活性エネルギー線硬化型接着剤を用いたこ
と以外は、実施例１－１と全く同じ条件で、透明導電性フィルム積層体を作製した。
【０１４７】
　ヒドロキシエチルアクリルアミド５０重量部、メチルアクリレート３０重量部、アロニ
ックスＭ－２２０（東亞合成社製）４０重量部、ＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７（チバ・ジャパ
ン社製）１．５重量部を混合して５０℃で１時間撹拌し活性エネルギー線硬化型接着剤を
得た。
【０１４８】
　第一透明樹脂フィルムに上記活性エネルギー線硬化型接着剤をＭＣＤコーター（富士機
械社製）（セル形状：ハニカム、グラビアロール線数：１０００本／ｉｎｃｈ、回転速度
１４０％／対ライン速）を用いて、接着剤層の厚みが１μｍになるように塗布した。次い
で、前記活性エネルギー線硬化型接着剤を介して、第二透明樹脂フィルムを貼り合わせた
。その後、第一透明樹脂フィルムに側から、高圧水銀ランプの紫外線（波長３６５ｎｍ）
を照射して、接着剤を硬化させて、透明導電性フィルム積層体を得た。
【０１４９】
　得られた透明導電性フィルム積層体の虹ムラの評価を行った結果、実施例１－１と実質
的に同じΔｘとΔｙとを有しており、また黙視評価でも良好な結果であり、十分な虹ムラ
抑制が可能であった。
【符号の説明】
【０１５０】
　　１　　保護フィルム
　　２　　粘着剤層
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　　３　　第２の硬化樹脂層（アンチブロッキング層）
　　４　　第一透明樹脂フィルム
　　５　　第１の硬化樹脂層（ハードコート層）
　　６　　透明導電膜
　　７　　光学調整層
　　８　　接着剤層
　　９　　第二透明樹脂フィルム
　　１０　　キャリアフィルム
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